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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第61期

第２四半期
連結累計期間

第62期
第２四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年６月30日

自 2022年１月１日
至 2022年６月30日

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

売上高 (百万円) 13,281 15,326 28,174

経常利益 (百万円) 2,364 3,653 5,407

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,761 2,606 3,803

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,423 5,042 6,426

純資産額 (百万円) 56,698 63,365 59,060

総資産額 (百万円) 61,962 69,559 64,530

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 101.97 150.87 220.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 91.5 91.1 91.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,770 3,531 5,825

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,541 △2,061 △3,163

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △729 △755 △1,440

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,344 18,577 17,240
 

 

回次 第61期第２四半期連結会計期間 第62期第２四半期連結会計期間

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 51.15 80.05
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の

内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大と事態の長期化による影響が懸念されますが、引き続き注視してまい

ります。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用

しております。このため、前年同期比較及び前年度期末比較は基準の異なる算出方法に基づいた数値を用いておりま

す。収益認識に関する会計基準等の適用の詳細については「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項

(会計方針の変更)」をご参照ください。

 
（１）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は69,559百万円(前連結会計年度末比5,028百万円増)となりました。流動資

産合計は39,553百万円(同3,060百万円増)となりました。主な変動項目は現金及び預金(同1,342百万円増)、棚卸資産

(同1,231百万円増)およびその他(同315百万円増）であります。

固定資産合計は30,006百万円(同1,968百万円増)となっております。このうち、有形固定資産合計は22,736百万円(同

563百万円増)となっております。主な変動項目は、機械装置及び運搬具（純額）(同239百万円増)および建設仮勘定(同

187百万円増)であります。投資その他の資産合計は7,199百万円(同1,404百万円増)となっております。主な変動項目

は、投資有価証券(同1,163百万円増)およびその他(同246百万円増)であります。

負債合計は6,194百万円(同724百万円増)となりました。流動負債合計は5,352百万円(同788百万円増)となりました。

主な変動項目は支払手形及び買掛金(同102百万円増)および賞与引当金(同336百万円増)であります。固定負債合計は

841百万円(同64百万円減)となりました。主な変動項目はその他(同46百万円減)によるものであります。

純資産合計は63,365百万円(同4,304百万円増)となりました。株主資本合計が57,765百万円(同1,868百万円増)、その

他の包括利益累計額合計が5,599百万円(同2,435百万円増)となっております。主な変動項目は、為替換算調整勘定(同

2,287百万円増)であります。

 
（２）経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、半導体不足による自動車の減産、中国での新型コロナウイルス感

染症対策による都市封鎖に加え、ウクライナ情勢の長期化や原材料価格およびエネルギー価格の高騰など、先行きの

不確実性が高まりました。当社グループに関連深い電子機器業界では、半導体パッケージ関連製品の世界的需要拡大

の状況が続きました。当社グループにおいても高付加価値製品の需要増加の状況が続き、生産設備の自社開発を活か

した生産体制およびグループ間の連携強化による効率改善によりこれに対応したことで、売上総利益段階から収益力

を改善しております。主要取引通貨の円安の影響もあり、当期間の売上高は15,326百万円(前年同期比15.4％増)と大

幅な増収となっております。この期間の利益は、営業利益は3,521百万円(同54.1％増)、経常利益は3,653百万円(同

54.5％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,606百万円(同47.9％増)といずれも大幅な増益になりました。

次にセグメント別の状況ですが、日本地区では、高性能半導体関連向けの旺盛な需要により、高い利益率を確保す

ることができました。この地区での売上高(セグメント間取引消去額を含む。以下同じ。)は10,753百万円(前年同期比

14.1％増)、セグメント利益(営業利益)は2,616百万円(同52.4％増)となっております。

日本を除くアジア地区でも日本と同じ動きが見られ、中国上海地区での都市封鎖はあったものの、当社グループが

得意とする高付加価値工具への需要が拡大しております。この地区での売上高は7,416百万円(同15.1％増)となり、セ

グメント利益は728百万円(同9.4％増)となっております。

その他、北米地区の売上高は855百万円(同35.7％増)、セグメント利益は71百万円(同187.7％増)となり、欧州地区

の売上高は1,263百万円(同34.5％増)、セグメント利益は111百万円(同68.0％増)となっております。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ1,337百万円増加し

18,577百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは3,531百万円の収入(前年同期は2,770百万円の収入)となっております。主な

キャッシュ・イン項目は、税金等調整前四半期純利益3,540百万円と減価償却費1,323百万円であり、主なキャッ

シュ・アウト項目は、棚卸資産の増減額542百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは2,061百万円の支出(前年同期は1,541百万円の支出)となっております。主な

キャッシュ・アウト項目は、有形固定資産の取得による支出1,070百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは755百万円の支出(前年同期は729百万円の支出)となっております。主な

キャッシュ・アウト項目は配当金の支払額691百万円であります。

 
（４）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更および新たに生じた課題はありません。

 
（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

 
（６）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は866百万円であります。なお、同期間における研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 43,200,000

計 43,200,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,780,000 19,780,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株
であります。

計 19,780,000 19,780,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)
2022年４月１日
　　～2022年６月30日

― 19,780,000 ― 2,998 ― 3,020
 

 

(5) 【大株主の状況】

2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社晃永 東京都品川区南大井６丁目17番１号 6,138 35.53

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,276 7.38

公益財団法人ユニオンツール育英奨学会 新潟県長岡市南陽１丁目2740番地 1,000 5.78

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１丁目８番12号 849 4.91

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　
きらぼし銀行口　再信託受託者　株式会社
日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８番12号 685 3.96

片山　貴雄 東京都港区 592 3.43

ステートストリートバンクアンドトラスト
カンパニー505025
((常代)株式会社みずほ銀行決済営業部)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
(東京都港区港南２丁目15番１号
 品川インターシティＡ棟)

412 2.38

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 333 1.92

旭ダイヤモンド工業株式会社 東京都千代田区紀尾井町４番１号 290 1.67

バンクオブニューヨークメロン140042
((常代)株式会社みずほ銀行決済営業部)

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10286,U.S.A
(東京都港区港南２丁目15番１号
 品川インターシティＡ棟)

182 1.05

計 － 11,760 68.07
 

(注) １　株式会社日本カストディ銀行、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務
に係るものであります。

２　みずほ信託銀行(株) 退職給付信託 きらぼし銀行口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行の所有株
式は、(株)きらぼし銀行が所有していた当社株式をみずほ信託銀行(株)に委託したものが株式会社日本カ
ストディ銀行へ再委託されたもので、議決権は(株)きらぼし銀行に留保されております。

３　上記のほか、当社所有の自己株式が2,504千株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,504,400

 

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,242,400
 

172,424 同　上

単元未満株式 普通株式 33,200
 

― 同　上

発行済株式総数 19,780,000 ― ―
総株主の議決権 ― 172,424 ―

 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれております。
２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式77株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

(自己保有株式)
ユニオンツール株式会社

東京都品川区南大井
六丁目17番１号

2,504,400 － 2,504,400 12.66

計 ― 2,504,400 － 2,504,400 12.66
 

 
２ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年１月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、井上監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 17,291 18,634

  受取手形及び売掛金 ※  9,482 9,609

  有価証券 290 341

  商品及び製品 5,102 5,881

  仕掛品 1,263 1,431

  原材料及び貯蔵品 2,846 3,132

  その他 228 544

  貸倒引当金 △13 △21

  流動資産合計 36,493 39,553

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,310 6,354

   機械装置及び運搬具（純額） 8,893 9,133

   工具、器具及び備品（純額） 306 326

   土地 5,888 5,985

   建設仮勘定 497 685

   その他（純額） 276 251

   有形固定資産合計 22,173 22,736

  無形固定資産 69 70

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,149 6,312

   その他 685 931

   貸倒引当金 △39 △44

   投資その他の資産合計 5,794 7,199

  固定資産合計 28,037 30,006

 資産合計 64,530 69,559
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,115 1,218

  未払金 190 236

  未払費用 917 992

  未払法人税等 1,189 1,255

  賞与引当金 796 1,132

  役員賞与引当金 － 32

  その他 354 484

  流動負債合計 4,564 5,352

 固定負債   

  長期未払金 219 219

  退職給付に係る負債 500 481

  その他 186 140

  固定負債合計 906 841

 負債合計 5,470 6,194

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,998 2,998

  資本剰余金 3,020 3,020

  利益剰余金 56,612 58,481

  自己株式 △6,734 △6,734

  株主資本合計 55,896 57,765

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,075 1,230

  為替換算調整勘定 2,093 4,381

  退職給付に係る調整累計額 △5 △12

  その他の包括利益累計額合計 3,163 5,599

 純資産合計 59,060 63,365

負債純資産合計 64,530 69,559
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 13,281 15,326

売上原価 8,544 9,168

売上総利益 4,737 6,157

販売費及び一般管理費 ※１  2,452 ※１  2,636

営業利益 2,285 3,521

営業外収益   

 受取利息 12 21

 受取配当金 37 61

 為替差益 29 32

 固定資産賃貸料 18 24

 補助金収入 16 40

 助成金収入 48 54

 その他 26 24

 営業外収益合計 188 259

営業外費用   

 支払利息 7 6

 売上割引 2 －

 減価償却費 12 22

 支払手数料 57 58

 租税公課 6 7

 その他 23 32

 営業外費用合計 109 126

経常利益 2,364 3,653

特別損失   

 新型コロナウイルス感染症による損失 － ※２  113

 特別損失合計 － 113

税金等調整前四半期純利益 2,364 3,540

法人税、住民税及び事業税 853 1,210

法人税等調整額 △251 △275

法人税等合計 602 934

四半期純利益 1,761 2,606

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,761 2,606
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 1,761 2,606

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 554 155

 為替換算調整勘定 1,108 2,287

 退職給付に係る調整額 △1 △7

 その他の包括利益合計 1,661 2,435

四半期包括利益 3,423 5,042

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,423 5,042

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,364 3,540

 減価償却費 1,282 1,323

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 8

 受取利息及び受取配当金 △49 △83

 支払利息 7 6

 為替差損益（△は益） △103 △238

 売上債権の増減額（△は増加） △678 704

 棚卸資産の増減額（△は増加） △132 △542

 仕入債務の増減額（△は減少） 319 △121

 賞与引当金の増減額（△は減少） 328 309

 未払消費税等の増減額（△は減少） △21 △76

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 56 38

 その他 1 △223

 小計 3,375 4,646

 利息及び配当金の受取額 49 77

 利息の支払額 △7 △6

 法人税等の支払額 △647 △1,186

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,770 3,531

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,056 △1,070

 有価証券の売却及び償還による収入 164 －

 投資有価証券の取得による支出 △621 △987

 その他 △27 △3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,541 △2,061

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △1 －

 配当金の支払額 △689 △691

 その他 △38 △64

 財務活動によるキャッシュ・フロー △729 △755

現金及び現金同等物に係る換算差額 294 623

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 793 1,337

現金及び現金同等物の期首残高 15,550 17,240

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  16,344 ※  18,577
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準の適用による主な変更点は、次のとおりであります。

①変動対価等について

製品の販売におけるリベート又は価格変更等による取引については、これまで金額確定時に売上高から控除する

処理を行っておりましたが、取引時に取引対価の変動部分の金額を見積もり、売上高から控除する処理に変更して

おります。また、従来は販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料の一部および営業外費用に計上していた

売上割引については、売上高より控除しております。

②複合取引について

製品の販売における契約の履行義務を識別し、当社が履行義務を有していると判断した取引については、その履

行義務を見積り、売上高から控除する処理に変更しております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内販売にお

いて、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は122百万円減少し、営業利益は16百万円減少し、経常利益およ

び税金等調整前四半期純利益は8百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は46百万円減少してお

ります。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響

はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形満期日に決済が行なわれたものとして処理しており

ます。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

受取手形 65百万円 －百万円

支払手形 41 － 
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

給料・賞与 811百万円 849百万円

賞与引当金繰入額 188 259 

役員賞与引当金繰入額 － 32 

貸倒引当金繰入額 1 7 

退職給付費用 31 32 
 

 

※２　新型コロナウイルス感染症による損失

中国上海市のゼロコロナ政策の一環である行動規制の強化に伴い、当社子会社である佑能工具(上海)有限公司の工

場を2022年４月の１ヶ月間、閉鎖しておりました。当該閉鎖期間中に生じた減価償却費や人件費等を新型コロナウイ

ルス感染症による損失として特別損失に計上しております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と関係は、次のとおりで

あります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

現金及び預金 16,448百万円 18,634百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △103 △56 

現金及び現金同等物 16,344百万円 18,577百万円
 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月30日
定時株主総会

普通株式 691 40 2020年12月31日 2021年３月31日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年８月10日
取締役会

普通株式 639 37 2021年６月30日 2021年９月６日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 691 40 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月９日
取締役会

普通株式 725 42 2022年６月30日 2022年９月６日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注1）

四半期連結
損益計算書
計上額(注2)日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        
  外部顧客への売上高 5,522 6,189 630 939 13,281 － 13,281
  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

3,901 256 0 － 4,158 △4,158 －

計 9,424 6,446 630 939 17,440 △4,158 13,281

セグメント利益 1,716 665 24 66 2,473 △188 2,285
 

(注) １　セグメント利益の調整額 △188百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。
２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

（注1）

四半期連結
損益計算書
計上額(注2)日本 アジア 北米 欧州 計

売上高        
  外部顧客への売上高 6,154 7,053 855 1,262 15,326 － 15,326
  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

4,598 362 － 0 4,962 △4,962 －

計 10,753 7,416 855 1,263 20,288 △4,962 15,326

セグメント利益 2,616 728 71 111 3,527 △6 3,521
 

(注) １　セグメント利益の調整額 △6百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。
２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首より収益認識会計基準等を適用しております。
これによる各報告セグメントへの影響は軽微であります。

 
(収益認識関係)
顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 
当第２四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年６月30日)

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
日本 アジア 北米 欧州

　　切削工具 5,095 6,774 835 1,247 13,954

　　その他 1,059 278 19 14 1,372

顧客との契約から生じる収益 6,154 7,053 855 1,262 15,326

外部顧客への売上高 6,154 7,053 855 1,262 15,326
 

 
(１株当たり情報)
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 101.97円 150.87円

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(百万円)

1,761 2,606

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

1,761 2,606

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,275 17,275
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 
(重要な後発事象)
該当事項はありません。
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２ 【その他】

2022年８月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　　　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・　　725百万円

　　　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・　　42円

　　　（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・　2022年９月６日

　　　　（注）2022年６月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し支払います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
2022年８月９日

ユニオンツール株式会社

取 締 役 会 御中

 

井上監査法人

東京都千代田区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 萱　嶋　秀　雄  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 林　　　映　男  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐久間　正　通  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニオンツール株式会社

の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）

及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニオンツール株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続

を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

ると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場

合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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